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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第52期 

第１四半期連結 
累計期間 

第53期 
第１四半期連結 

累計期間 
第52期 

会計期間 
自平成26年７月１日 
至平成26年９月30日 

自平成27年７月１日 
至平成27年９月30日 

自平成26年７月１日 
至平成27年６月30日 

売上高 （千円） 30,753,616 33,983,164 66,138,780 

経常利益 （千円） 4,688,963 4,427,606 2,749,290 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（千円） 2,854,658 2,966,502 1,821,081 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 2,868,608 2,978,070 1,851,297 

純資産額 （千円） 16,223,104 17,926,493 15,108,436 

総資産額 （千円） 61,226,740 63,516,822 57,519,305 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 53.52 55.62 34.14 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 25.9 27.6 25.7 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

   当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 なお、当第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。
 

（１）業績の状況

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業業績や雇用・所得環境の改善傾向が続くなかで、政府に

よる各種経済対策の効果もあって、緩やかな回復基調が続いております。

 このような状況の中で、当社グループは主力である新築分譲マンション事業において、平成29年４月から予定さ

れている消費税率10％の再引上げを見据えて、引き続き販売力の強化により早期完売に注力してまいりました。ま

た、少子高齢化及び人口減少により新築分譲マンション市場の縮小が予想される中で、新たな収益の柱に育てるべ

く、介護医療関連事業の強化を引き続き積極的に進めてまいりました。

 当第１四半期連結累計期間における売上高は33,983百万円（前年同期比10.5％増）、営業利益4,481百万円（同

6.4％減）、経常利益4,427百万円（同5.6％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益2,966百万円（同3.9％増）と

なりました。

 セグメント別の業績は次のとおりであります。

① 不動産関連事業 

 不動産関連事業におきましては、主力である新築分譲マンションの販売について、当第１四半期連結累計期間

における新規発売物件が少なかったことより、契約戸数は259戸（同23.1％減）となりました。また、売上戸数は

1,045戸（同3.9％減）となりました。これは、消費税率再引上げに備えて、これまで販売及び建物の引渡し時期

を前倒しにて進めてきたことから、通期での売上予定戸数1,855戸の内、当第１四半期連結累計期間において、既

に56.3％を売上計上したことになります。また、通期売上予定戸数1,855戸の内、当第１四半期連結会計期間末に

おける未契約住戸は69戸を残すだけとなっております。 

 この結果、不動産関連事業の売上高は29,596百万円（同10.3％増）、営業利益は建築原価等の上昇の影響から

4,704百万円（同11.1％減）となりました。

② 人材サービス関連事業

 人材サービス関連事業におきましては、派遣労働者の受け入れ期間の上限を撤廃する法改正が決定するなど、

雇用分野の規制緩和がすすんでいくことを前提に、多くの強みを有する四国を重視した営業戦略により、同地域

での売上高・市場シェアの拡大を通した収益の向上に取り組んでまいりました。 

 この結果、人材サービス関連事業の売上高は1,558百万円（同0.5％減）、営業利益は50百万円（同17.5％増）

となりました。

③ 施設運営事業

 施設運営事業におきましては、運営施設の稼働率の上昇等により、売上高は1,473百万円（同6.4％増）、営業

利益は64百万円（同29.9％増）となりました。

④ 介護医療関連事業

 介護医療関連事業におきましては、サービス付き高齢者専用賃貸住宅及び住宅型有料老人ホームの運営に関し

て、当事業を将来の基幹事業の一つとするべく、開設スピードを早めておりますが、現在、開設後１年を経過し

た高稼働率の15施設に対して、開設後１年未満及び今後開設予定の施設が14施設（開設後１年未満８施設、開設

予定６施設）あることから、人材募集等の開設資金や開設前の準備資金等が必要となりました。

 この結果、介護医療関連事業の売上高は691百万円（同76.0％増）、営業損失は280百万円（前年同期は営業損

失559百万円）となりました。 

⑤ その他事業

 その他事業におきましては、売上高は663百万円（前年同期比16.0％増）、営業損失は58百万円（前年同期は営

業損失41百万円）となりました。
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（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期連結累計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

 

（３）研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 230,000,000

計 230,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 57,678,000 57,678,000
東京証券取引所

（市場第一部）

（注）

単元株式数
1,000株

計 57,678,000 57,678,000 － －

 （注） 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年７月１日～
平成27年９月30日

－ 57,678,000 － 755,794 － 747,590

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在 
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  4,340,000 －
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 53,325,000 53,325 同上

単元未満株式 普通株式   13,000 － －

発行済株式総数 57,678,000 － －

総株主の議決権 － 53,325 －

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

穴吹興産㈱
香川県高松市鍛冶

屋町７－12
4,340,000 － 4,340,000 7.52

計 － 4,340,000 － 4,340,000 7.52

 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年７月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年６月30日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 6,002,156 11,861,818 

受取手形及び売掛金 988,565 1,124,348 

有価証券 － 6,000,000 

販売用不動産 5,980,794 6,263,420 

仕掛販売用不動産 22,412,841 17,354,501 

その他のたな卸資産 115,151 127,170 

繰延税金資産 356,709 381,052 

その他 1,741,011 1,887,905 

貸倒引当金 △19,955 △18,678 

流動資産合計 37,577,275 44,981,539 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 9,142,235 7,654,983 

機械装置及び運搬具（純額） 822,100 798,843 

土地 6,422,880 6,026,687 

建設仮勘定 125,768 103,529 

その他（純額） 296,391 314,065 

有形固定資産合計 16,809,377 14,898,108 

無形固定資産    

のれん 188,538 168,076 

その他 216,200 207,301 

無形固定資産合計 404,739 375,377 

投資その他の資産    

投資有価証券 177,894 170,251 

繰延税金資産 252,027 262,892 

その他 2,310,371 2,841,059 

貸倒引当金 △12,380 △12,407 

投資その他の資産合計 2,727,913 3,261,796 

固定資産合計 19,942,030 18,535,282 

資産合計 57,519,305 63,516,822 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年６月30日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 2,132,608 9,989,300 

短期借入金 1,358,000 98,000 

1年内償還予定の社債 724,000 902,800 

1年内返済予定の長期借入金 3,169,660 2,937,198 

未払法人税等 694,825 2,100,418 

賞与引当金 511,267 275,802 

前受金 8,426,281 4,569,366 

その他 2,524,335 2,601,181 

流動負債合計 19,540,978 23,474,069 

固定負債    

社債 9,915,000 9,729,200 

長期借入金 10,448,582 9,760,136 

退職給付に係る負債 546,534 561,292 

役員退職慰労引当金 63,286 63,286 

繰延税金負債 85,006 86,465 

その他 1,811,480 1,915,878 

固定負債合計 22,869,889 22,116,259 

負債合計 42,410,868 45,590,328 

純資産の部    

株主資本    

資本金 755,794 755,794 

資本剰余金 821,283 821,283 

利益剰余金 13,617,733 16,424,222 

自己株式 △444,130 △444,130 

株主資本合計 14,750,680 17,557,170 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 8,583 2,995 

その他の包括利益累計額合計 8,583 2,995 

非支配株主持分 349,172 366,328 

純資産合計 15,108,436 17,926,493 

負債純資産合計 57,519,305 63,516,822 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年７月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年７月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 30,753,616 33,983,164 

売上原価 23,083,866 26,670,173 

売上総利益 7,669,750 7,312,991 

販売費及び一般管理費 2,883,729 2,831,864 

営業利益 4,786,021 4,481,126 

営業外収益    

受取利息 2,824 3,343 

受取配当金 180 30 

補助金収入 － 14,333 

持分法による投資利益 4,473 586 

貸倒引当金戻入額 374 1,498 

債務保証損失引当金戻入額 1,863 3,102 

償却債権取立益 973 1,027 

その他 7,061 31,096 

営業外収益合計 17,752 55,019 

営業外費用    

支払利息 96,324 81,667 

社債発行費 － 4,877 

その他 18,485 21,994 

営業外費用合計 114,809 108,539 

経常利益 4,688,963 4,427,606 

特別利益    

固定資産売却益 197,625 790,995 

その他 12,964 － 

特別利益合計 210,589 790,995 

特別損失    

固定資産売却損 － 171,700 

固定資産除却損 232 － 

特別損失合計 232 171,700 

税金等調整前四半期純利益 4,899,320 5,046,901 

法人税、住民税及び事業税 2,099,510 2,094,349 

法人税等調整額 △68,121 △31,106 

法人税等合計 2,031,388 2,063,243 

四半期純利益 2,867,932 2,983,658 

非支配株主に帰属する四半期純利益 13,273 17,156 

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,854,658 2,966,502 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年７月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年７月１日 
 至 平成27年９月30日) 

四半期純利益 2,867,932 2,983,658 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 676 △5,588 

その他の包括利益合計 676 △5,588 

四半期包括利益 2,868,608 2,978,070 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 2,855,334 2,960,913 

非支配株主に係る四半期包括利益 13,273 17,156 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基

準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業

分離等会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に

対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年

度の費用として計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企

業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連

結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変

更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるた

め、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替

えを行っております。 

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び

事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

 これによる損益に与える影響はありません。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成26年７月１日
至  平成26年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成27年７月１日
至  平成27年９月30日）

減価償却費 215,627千円 206,365千円

のれんの償却額 20,461 20,462

負ののれんの償却額 △12,964 －

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年７月１日 至 平成26年９月30日）

 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年９月25日

定時株主総会
普通株式 160,013 3 平成26年６月30日 平成26年９月26日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年７月１日 至 平成27年９月30日）

 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年９月25日

定時株主総会
普通株式 160,012 3 平成27年６月30日 平成27年９月28日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年７月１日 至 平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：千円） 

 
不動産関
連事業 

人材サー
ビス関連

事業 
施設運営事業 

介護医療
関連事業 その他事業 合計 

調整額 
（注）１ 

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）２ 

売上高                

外部顧客への売上高 26,837,547 1,566,330 1,384,848 392,862 572,028 30,753,616 － 30,753,616 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
71,720 7,240 12,965 367 55,452 147,746 △147,746 － 

計 26,909,267 1,573,571 1,397,813 393,229 627,480 30,901,362 △147,746 30,753,616 

セグメント利益又は損失

（△） 
5,293,888 42,735 50,005 △559,776 △41,492 4,785,361 660 4,786,021 

 （注）１．調整額は、セグメント間取引の消去であります。

    ２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。

 

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年７月１日 至 平成27年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：千円） 

 
不動産関
連事業 

人材サー
ビス関連

事業 
施設運営事業 介護医療

関連事業 
その他事業 合計 調整額 

（注）１ 

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）２ 

売上高                

外部顧客への売上高 29,596,310 1,558,110 1,473,422 691,578 663,743 33,983,164 － 33,983,164 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
67,477 5,564 17,963 818 45,060 136,883 △136,883 － 

計 29,663,787 1,563,674 1,491,385 692,397 708,803 34,120,048 △136,883 33,983,164 

セグメント利益又は損失

（△） 
4,704,515 50,197 64,968 △280,843 △58,327 4,480,510 616 4,481,126 

 （注）１．調整額は、セグメント間取引の消去であります。

    ２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 53円52銭 55円62銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 2,854,658 2,966,502

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
2,854,658 2,966,502

普通株式の期中平均株式数（千株） 53,337 53,337

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成２７年１１月１０日

穴吹興産株式会社 
 

  取  締  役  会   御 中    

 

  新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 千 葉 達 也  ㊞ 

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 渡 辺 力 夫  ㊞ 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている穴吹興産株式

会社の平成２７年７月１日から平成２８年６月３０日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２７年７月１

日から平成２７年９月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２７年７月１日から平成２７年９月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

  四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、穴吹興産株式会社及び連結子会社の平成２７年９月３０日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 
 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 四国財務局長

【提出日】 平成27年11月11日

【会社名】 穴吹興産株式会社

【英訳名】 ANABUKI KOSAN INC.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  穴吹 忠嗣

【最高財務責任者の役職氏名】 専務取締役管理本部長  冨岡 徹也

【本店の所在の場所】 香川県高松市鍛冶屋町７番地12

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役穴吹忠嗣及び当社最高財務責任者冨岡徹也は、当社の第53期第１四半期（自平成27年７月１日 至

平成27年９月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しまし

た。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。
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